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Draft General Comment on article 27 on the right of persons with disabilities to work and employment

Ⅰ　はじめに
1.
本一般的意見の目的は、障害者権利条約(CRPD)第27条に規定される労働及び雇用の権利の内容に関する締約国の義務を明確にすることである。同条約は、障害のある人の労働と雇用の権利の原則と基準を定め、締約国が持続可能な開発目標(SDGs)、特にターゲット8.5：2030年までに若者と障害のある人を含むすべての女性と男性のための完全かつ生産的な雇用とディーセントワーク(働きがいのある人間らしい仕事)及び同一価値の労働に対する同一賃金を達成する、のもとでその義務を果たすための基盤を提供する
。 

2.
労働の権利は基本的権利であり、他の人権の実現に不可欠であり、人間の尊厳の不可分かつ本質的な部分である。また、労働の権利は、個人及びその家族の生存に寄与し、労働が自由に選択又は受容される限り、個人の発達及び社会の中での承認に寄与する。労働の権利は、いくつかの国際的および地域的な法的文書で認められている。経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（ICESCR）は第6条で一般的な意味での労働の権利を宣言し、第7条で、公正かつ良好な労働条件の享受へのすべての者の権利（特に安全な労働条件の権利）を認めて、労働の権利の個人的側面を明確に打ち出している。労働の権利の集団的側面は第8条で扱われ、労働組合を結成し、自ら選択した労働組合に加入するすべての人の権利と、労働組合が自由に活動する権利を明示している。委員会は、この一般的意見を作成するために、委員会自身の法理(jurisprudence)と経済的、社会的及び文化的権利委員会（CESCR）及び他の人権条約体の法理を活用した。

3.
有意義な労働と雇用は、人の経済的安定、身体的・精神的健康、個人的な幸福（ウエルビーイング）、およびアイデンティティの自覚にとって不可欠である。しかし、本委員会は、能力主義（ableism,非障害者優先主義）と呼ばれる価値観が、多くの障害のある人の有意義な労働と雇用の機会に悪影響を及ぼしていることを承知している。障害者の権利に関する特別報告者（カタリナ・デバンダス・アギラー、2014～2020年）は、2019年の報告
で、能力主義とその影響について総合的に述べている。能力主義とは、「心身のある種の典型的な特性を、価値ある人生を送るために不可欠なものと考える価値観である。外見、機能、行動に関する厳格な基準に基づき、能力主義者の考え方は、障害の体験を苦しみや不利益につながる不幸と考え、必ず人間の命の価値を低めるものとみなす。」としている。能力主義は社会的偏見の基盤であり、「シェルタード・ワークショップ」（sheltered workshops）のような隔離された雇用の法律や政策、慣行を生み出したり、インフォーマル経済（informal economy）（訳注　法令上または慣行上、公式な取決めの適用を受けていない、または十分に適用を受けていない経済活動のことで、個人事業主のほか、家事労働や路上販売なども含まれ、労働法や社会保障の適用が不十分となりやすい）への不本意な参加につながることがあるため、障害のある人への不平等と差別をもたらす。

4.
能力主義に加えて、障害のある人は、開かれた労働市場で他の人々と平等に労働と雇用にアクセスし、その権利を行使する際に他の障壁にも直面している。障害のある人は、高い失業率、低い賃金、不安定な雇用、低水準の雇用条件、職場環境へのアクセスの欠如に直面する。また正式に雇用されても管理職にアクセスしにくく、これは障害のある女性にとってより深刻である。「2019年障害と開発報告」は、正規雇用分野（formal sector）で雇用されている障害のある人は低賃金でパートタイムの可能性が高いとし、また障害のある人は自営業、インフォーマル経済あるいは脆弱な雇用で働く可能性が高いと指摘している
。データと証拠によると、これらの違いは、年齢、ジェンダー、性、民族、居住地、その他の理由によって、障害のある人に特に影響を及ぼしている。

5.
経済と労働市場の状況の進化は、労働の権利を確保する上での新たな課題と機会を生み出している。人工知能やデジタルワークへの移行を含む新技術は、新しい障壁や差別の形態を生み出すだけでなく、労働の新しい形態や労働への新しい道筋を提供する可能性がある。グリーン経済への移行や危機への対応などの経済的変革は、人々を取り残す脅威と同時に、インクルージョンのための機会を生み出す
。

6.　第27条は、労働の権利の中に、障害のある人が公正かつ良好な労働条件を享受する権利、そして安全な労働条件と嫌がらせからの保護の権利（27条1（b））、および労働の権利の集団的側面（27条1（c）で障害のある人の労働組合権と労働権を行使する権利を明記）を含むいくつかの相互に依存し、関連する権利を組み込んだものである
。本一般的意見は、27条の義務について包括的に概観し、一方では働く権利を達成するために27条に列挙された措置の相互依存性を考慮し、他方では労働と雇用の権利と条約の他の規定、例えばアクセシビリティ（第9条）、法律の前に等しく認められること（第12条）、司法へのアクセス（第13条）、拷問または残虐な、非人道的なもしくは品位を傷つける取り扱いもしくは刑罰からの自由（第15条）、ハビリテーションおよびリハビリテーション（第26条）、相当な生活水準および社会的保障（第28条）等、他の条項との相互関係を考慮している。

II 　障害の人権モデル

7.
委員会は一貫して、条約と慈善・医学モデルとの不適合にもかかわらず、法律と政策が依然として慈善および/または医学モデルによって障害にアプローチしていることに懸念を表明してきた
。これらのモデルは、障害のある人を権利の主体として、また権利保有者として認めることができず、条約締約国が根強い障壁（特に障害のある人が他の人と対等に働くことを妨げる障害の固定観念やスティグマ）を克服するのを妨げてきた。

8.
締約国は、条約の権利を実現するために、人権モデルを適用し、障害のある人に働きかける必要がある。障害のある人は、その代表組織を通じて、労働と雇用の権利に関連して障害のある人が直面する差別と排斥に取り組むための立法と政策の改革を進めるうえで中心的な役割を果たす。

9.
委員会の一般的意見第6号（平等と無差別）は、障害の人権モデルを示しており、障害は社会的構成概念であり、機能障害（impairments）を人権の否定または制限の正当な根拠として捉えてはならないことを認めている。また、障害はアイデンティティのいくつかの層のうちの一つであることを認めている。したがって、障害に関する法律や政策は、障害のある人の多様性を考慮したものでなければならない。また、人権は相互依存、相互関連、不可分であることを認識している。障害の個人モデルと医学モデルは、平等を妨げ、障害のある人をその機能障害に還元する。

III 　規範的内容

10.
労働の権利は、基本的人権であり、人間の尊厳の本質的要素である
。世界人権宣言は第23条で労働の権利を認めている。国際レベルでは、労働の権利は、市民的及び政治的権利に関する国際規約（ICCPR）第8条3（a）、あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約（CERD）第5条（e）（i）と（ii）に含まれている。女性に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（CEDAW）第11条、子どもの権利に関する条約（CRC）第32条、すべての移民労働者及びその家族の権利の保護に関する国際条約（CMW）第25、26、40、52及び54条に含まれている。

11.
 1961 年欧州社会憲章（第1～10条）、1996 年改正欧州社会憲章（第2部、第1～10条）、アフリカ人民権憲章（第15条）、経済的・社会的・文化的権利の分野における米州人権条約の追加議定書（第6条）などいくつかの地域条約が、働く権利を認め、働く権利の尊重が締約国に完全雇用実現を目指す措置をとる義務を課すという原則を確認している。同様に、労働の権利は、国連総会が1969年12月11日の決議2542（XXIV）「社会進歩及び開発に関する宣言」（第6条）において宣言したものである。

12.
国際労働機関（ILO）は、労働の権利に関連する8つの「基本」条約を定めている
。それらの主題はCRPD27条にとって基本的なもので、結社の自由及び団体交渉の権利の効果的な承認、あらゆる形態の強制労働の撤廃、児童労働の効果的な廃止、雇用及び職業に関する差別の撤廃である。これらのILO条約は、強制労働条約（1930年29号）及びその2014年議定書、結社の自由及び団結権の保護に関する条約（1948年87号）、団結権及び団体交渉権に関する条約（1949年98号）、平等報酬条約（1951年100号）、強制労働廃止条約（1957年105号）、差別（雇用と職業）条約（1958年111号）、最低賃金条約（1973年138号）、最悪の形態の児童労働条約（1999年182号）である。また、職業リハビリテーション及び雇用（障害者）条約（1983年159号）、暴力及び嫌がらせ条約（2019年190号）、インフォーマル経済からフォーマル経済への移行勧告（2015年204号）も重要である。

第27条(1)： 他人と平等に、開かれた、インクルーシブで利用しやすい職場において、自由に選択し又は承諾する労働をする権利 

13.
この条約は、障害のある人が他の者と平等に働く権利（開かれた、インクルーシブで利用しやすい労働市場及び労働環境において自由に選択し又は承諾した仕事によって生計を立てる機会を含む）を認めている。労働と雇用に関連する保証は、募集、採用、雇用、雇用の継続、訓練（研修）プログラム、キャリアアップ、仕事探しと応募、退職を含む雇用サイクル全体を通じて確保されるべきである。

14.
多少の進展はあったが、開かれた労働市場へのアクセスとそこからの排除は、障害のある人にとって依然として最大の課題である。合理的配慮の拒否、アクセスしにくい職場、ハラスメントは、開かれた労働市場や職場環境での雇用にさらなる障壁をもたらし、障害を理由に閉鎖的な職場（closed workplace）で働くという誤った選択をさせるものである。自由に選択する雇用の概念は、雇用政策に関するILO第122号条約（1964年）にも含まれている。それは、「完全で、生産的で、自由に選択する雇用」をはっきり示し、完全雇用状態を作り出す締約国の義務と強制労働を確実になくす義務とを結びつけている。

15.
CESCRは、その法理論において、障害のある人の労働と雇用に関連する平等の原則に言及し、障害のある人に開かれた唯一の現実の機会が隔離された施設である場合、自由に選択または受諾した仕事によって生計を立てるすべての人の権利は実現されないとみなしている
。また、CESCRは、障害のある人がシェルタード・ワークショップに分離されるべきではないと考えている
。 

16.
シェルタード・ワークショップは、障害のある人の失業問題に対処する方法として、多くの場所で存在し続けている。委員会は、それらが障害に対する医学的アプローチを反映しており、したがって、条約と両立しないことを懸念している。

17.
委員会は、シェルタード・ワークショップには様々な実践と経験があり、それらは少なくとも以下の要素のいくつかによって特徴付けられるということに気付いている。

a.
障害のある人を隔離する、すなわち、彼らを社会の他の部分から分離し、彼らだけで一緒にする。

b.
障害のある人が遂行できそうな特定の活動を中心に組織される。

c.
医療やリハビリテーションのアプローチに焦点を当て、それを強調する。

d.
開かれた労働市場への移行を効果的に促進しない。

e.
障害のある人は、同一価値の労働に対して同一報酬を受け取っていない。

f.
障害のある人が他の人と平等に労働の対価を得られていない。

g.
障害のある人は通常、シェルタード・ワークショップでは正規の雇用契約を結んでいないため、労使関係制度や社会保障制度から排除されている。

18.
障害のある人のシェルタード・ワークショップは、開かれたインクルーシブな労働市場での雇用においてのみ立証される労働の権利を漸進的に実現するための措置と見なしてはならない。シェルタード・ワークショップと、労働法が一般に尊重されているコーポラティブ（協同組合）、または障害のある人によって組織または運営されている労働とを混同しないことが重要である。

第27条1（a）：障害を理由とする差別の禁止

19.
差別禁止・平等は第27条の中核的な義務であり、企業部門などの（国家以外の）第三者の行為にも及び
、雇用サイクル全体を通じて適用される。第27条1（a）の規範的内容を定めるにあたり、委員会は、「条約の観点から事実上の平等を達成するために、締約国は労働と雇用に関連して障害を理由にした差別がないことを保証しなければならない」
と指摘する一般的意見第6号の法理を援用する。国際的な人権慣行では、差別の主な形態として、別々にまたは同時に起こりうる、直接、間接、合理的配慮の拒否、ハラスメントの4つを挙げている。

20.
直接差別は、同様の状況において、禁止されている事由に関連する理由で、障害のある人の個人的状態が異なるために、他の人よりも不利に扱われる場合に生じる。例えば、公共部門の雇用主が、障害のない人と比較した場合、障害のある人は仕事ができないと想定し、その採用を考慮しない場合などである
。

21.
間接差別とは、法律、政策、慣行が、表面上は中立に見えるが、障害のある人に不釣り合いな（特に大きな）悪影響を与えることである。一見、利用しやすいように見える機会であっても、彼らの地位上実際にはその機会自体を生かすことが許されないという事実のために、ある特定の人びとを排除してしまうことをいう。例えば、面接のために公共の建物に入る方法が階段しかない場合、車椅子を使用する候補者は建物に入ることができないため、不平等な立場に置かれる
。

22.
合理的配慮の拒否は、必要かつ適切な修正と調整　-　釣り合いの取れないまたは過度の負担を課さない　-　が拒否され、しかもその配慮が人権または基本的自由の平等な享受または行使を確保するために必要である場合、差別に該当する
。視覚障害のある公共部門の職員が、コンピュータ画面上の文字を拡大するコンピュータ・プログラムなど、割り当てられた業務を遂行するための適切な機器を提供されないことは、合理的配慮の拒否の一例である。合理的配慮の例としては、既存の施設や情報を障害のある人が利用しやすくする、設備を変更する、活動を再編成する、仕事のスケジュールを変更する、支援担当者にアクセスできるようにする、などがある
。合理的配慮については、本人との交渉が必要である。合理的配慮を提供する義務は、配慮の要請を受けた時点から適用される
。 

23.
ハラスメントとは、障害その他の禁止事由に関連する望まない行為が、人の尊厳を侵害し、威圧的、敵対的、品位を落とす、屈辱的、または攻撃的な環境を作り出す目的または効果をもって行われる場合の差別の一形態である。ILOの「暴力とハラスメントに関する条約（C190）」（2019年）で定義されている、労働の世界における「暴力とハラスメント」という用語は、単発か繰り返えされるかを問わず、身体的、心理的、性的または経済的危害を目的とし、その結果生じるか、生じる可能性のある、許容できない一連の行動と実践またはその脅しを指し、ジェンダーに基づく暴力とハラスメントも含まれる。職場におけるハラスメントには、従業員の排除や孤立、心理的ハラスメント、脅迫、（本来の）仕事と無関係の無意味な作業を命じること、不可能な仕事を課すこと、特定の従業員に迷惑をかけるために意図的に勤務表を変えること、効果的な労働の遂行に不可欠な情報を故意に隠して労働の成果を損なわせること、などが含まれる
。
24.
障害のある人は、しばしば交差的および多重的な差別の影響を特に多く受けている。障害のある人の多様性は、働く権利を実現するために様々な障壁に直面することを意味し、生涯を通して労働への様々な経路をたどることを意味する。多重的差別（multiple discrimination）とは、ある人が2つ以上の理由で差別を受け、その結果、差別が複合化または悪化する状況を指す
。交差的差別（intersectional discrimination）とは、複数の理由が切り離せない形で同時に相互作用する場合に生じる
。交差的差別は、個人が均質なグループの一員として差別を経験するのではなく、アイデンティティ、地位、生活状況などの多次元の層を持つ個人として差別を経験するものである。障害以外の理由には、年齢、人種、先住民、出身国または社会的出身、難民、移民または亡命希望者の地位、政治的またはその他の意見、宗教、性別、性的指向および性自認が含まれる。
25.
多重的差別と交差的差別の概念は、これらの形態の差別によって引き起こされる個人の不利益が強まったという生きた現実と経験を踏まえたものである
。委員会は、以下のような多重的・交差的差別のさまざまな状況を取り上げてきた。

a.
障害のある女性および障害のあるジェンダー・ノン・コンフォーミング（gender non-conforming）の人は、ジェンダーと障害に関連した、態度、状況、労働そのものの障壁の交差に直面している。これらは、働く機会を制限する二重差別の複合的影響、職場における暴力やハラスメントのリスクの増加、その他の障壁を含む
。

b.
障害と年齢も相互に作用し、働く権利を実現する上で、障害のある若者と障害のある高齢者が実質的に異なる困難に直面しうることを意味する。

26.
分離された雇用からの移行、普遍的な労働安全衛生、職業訓練、そして労働組合の権利などの対策は、労働と雇用に関して障害を理由とする差別がないことを保証するための中核的な措置である
。   

第27条1(b)：他の人と平等な、公正かつ良好な労働条件
27.
第27条1（b）：
(a) 公正かつ良好な労働条件

(b) 機会均等および同一価値の労働に対する同一報酬

(c) 安全かつ健康的な労働条件

(d) ハラスメントからの保護

(e) 苦情に対する救済。

28.
委員会は、第27条1（b）の規範的内容を記述するために、CESCR委員会の公正かつ良好な労働条件に関する一般的意見第23号の法理を援用する
。公正かつ良好な労働条件を享受する障害のある人の権利は、自由に選択し、または受諾した労働の権利の帰結である。それは、第27条1(c)の労働組合の権利など、条約に明記された他の権利の重要な要素である。公正かつ良好な労働条件の権利の享受は、条約の他の権利の前提条件であり、結果でもある。例えば適正な報酬による相当な生活水準の権利(第28条)の享受など
。
29.
公正かつ良好な労働条件を得る権利は、機能障害の種類や性別にかかわらず、障害のある若年者でも高齢者でも、フォーマル部門であってもインフォーマル部門であっても、障害のある移民労働者、文化的・言語的に多様な集団の障害のある労働者、障害のある自営業者、障害のある農業労働者、農村・遠隔地の障害のある労働者であっても、あらゆる環境のすべての障害のある人の権利である
。さらに、公正かつ良好な労働条件に対する権利は、最低賃金未満の賃金が、障害を理由に正当化されないことを要求している。

30.
障害のある人にとって公正かつ良好な労働条件には、退職年金、病気休暇、長期勤続休暇、育児休暇、昇進、休憩、余暇、定期有給休暇など、他の労働者が持つ給付や保護が含まれる
。 

31.
障害のある労働者は、障害のない労働者と同一または類似の仕事を行う場合、平等な報酬を受ける権利を有する。また、仕事が全く異なるが、価値が同じである場合も、報酬は平等であるべきである。労働の価値は、客観的な基準によって評価される。締約国は、移行過程にある分離された職場が最低賃金支払い免除を受け、賃金が最賃を下回ることがないようにしなければならない。
32.
障害のある労働者の安全で健康的な労働環境への権利には、障害のある人の労働環境における労働衛生に関する首尾一貫した国家政策の策定が含まれる。この政策の目的は、業務に起因し、業務に関連し、または業務中に発生する事故および傷害を防止することである。この政策には、短期・長期契約またはパートタイムで働く障害のある人、見習い、自営業者、移民労働者、インフォーマル部門の労働者など、すべての障害のある労働者の保護が含まれていなければならない。障害のある労働者を代表する組織は、国家政策の策定、実施、定期的な見直しに参加すべきである。

33.
ハラスメントに関する委員会の法理は、一般的意見第6号で示されている
。労働と雇用に関連するハラスメントは、雇用サイクルにまで及び、具体的かつ包括的な差別禁止法の制定と施行を通じて、効果的な救済を必要とする
。この法律は、民事、行政、刑事手続において、交差的差別に関する適切かつ効果的な法的救済と制裁を伴うべきである。個々の救済措置は、将来の違反を防止するために、職場における効果的な変化を伴うべきである。 

第27条1(c)：労働と労働組合の権利
34.
労働組合権、結社の自由およびストライキ権は、公正かつ良好な労働条件を導入、維持および擁護するための極めて重要な手段である。労働組合は、障害のある人の働く権利を擁護する上で重要な役割を果たしており、これは分離された雇用の中で働く障害のある人にも及ぶ。締約国は、労働する権利の実現において障害のある人やその他の排斥されている人々を支援する労働組合などの人権擁護者の活動を尊重し保護する義務がある
。

35.
障害のある人の雇用を促進するためには、障害のある人の雇用を促進するための戦略の優先順位の確定、方針決定、計画、実施および評価において、障害のある人の権利の保護および促進のために障害のある人を代表する団体と労働組合が効果的に関与することが必要である。

36.
一般労働法令は、障害を理由とする差別の明示的な禁止を含み、労働組合員、雇用主、労働市場機関が、障害のある人の労働と雇用における平等と差別禁止について十分に認識するようにすべきである。

37.
団体交渉の取り決めは、障害を理由とする差別をしてはならない。労働条件を規定する場合、協約の対象となる合理的配慮の提供を予期し、またはそれに適合したものでなければならない。

第27条1（d）：技術及び職業指導、訓練及び職業紹介サービスへのアクセス
38.
障害のある人の労働と雇用の権利を実現するためには、主流の（一般の）技術及び職業
指導、訓練及び職業紹介のサービスを平等に差別なく利用することが必要である
。主流のサービスに障害のある人が参加することは、サービスの非分離（non-segregation）を促進し、「障害のある人が開かれた雇用および職業訓練サービスにアクセスする」ことを促進する
。これらは、職に就いたり、雇用されている間を通じて、または職場異動のために適切であるかもしれない。国には、他の人と平等に能力および業績を認証する措置、職業訓練を扱う法律に障害のある人を明示的に含めること、職業訓練の一般法制に障害のある人を明示すること、アクセス可能な施設・情報および資料、障害のある人の権利に関する雇用分野の職員研修の提供、合理的配慮措置への資金提供、なども求められる。職業および専門的な準備、訓練、およびその他のサービスは、アクセス可能でインクルーシブな方法で提供されるべきである。
第27条1 (e)：雇用機会及びキャリアアップの促進
39.
締約国は、障害のある人がどのような雇用形態であっても、キャリアを発展させる有意義な機会を持つことを確保すべきである
。この機会には、再教育やスキルアップの機会、研修や生涯学習の提供、メンタープログラム（訳注　先輩社員（メンター）と後輩社員がペアとなり、後輩社員のキャリア形成上の課題や悩みを先輩社員がサポートする仕組み）などが含まれる。

40.
すべての障害のある労働者は、公正で、能力に基づいた、透明なプロセスによる昇進の機会を均等に受ける権利をもつ。締約国は、障害のある人、特に障害のある女性のキャリアアップに対する直接的および間接的な障壁の分析を行うべきである。第27条1（d）に言及されている職業訓練は、キャリアアップのための訓練に参加する障害のある労働者にも適用されるべきである。その訓練コースはアクセシブルであり、合理的配慮を提供するものでなければならない。

第27条1(f)：自営業とコーポラティブの機会の促進
41.
障害のある人は、自由に仕事を選択する権利をもつ。これには、自営業、起業家、自らの事業を始める、コーポラティブ（協同組合）での労働、その他の自由に選んだ労働が含まれる。締約国は、インフォーマル経済における障害のある人を保護および支援し、彼らのフォーマル経済への移行を促進および加速し、フォーマル経済の労働がインフォーマルになることを防止するために、的を定めた措置をとるべきである
。

42.
自由に選択できる労働の機会を促進するためには、起業、零細・中小企業、コーポラティブ（協同組合）など他の形態の事業モデルに関するアクセシブルな情報が必要である
。事業サービス、市場、インフラと技術、労働安全衛生への差別のないアクセスは、金融サービス、指導、ネットワーキングへの差別のないアクセスとともに考慮される必要がある。締約国は、税務当局や社会保障機関を含む様々なレベルの政府間で調整された統合的な政策枠組みの策定と実施を検討する必要がある
。

第27条1(g)：公共部門における雇用
43.
第27条の他の項に含まれる規定は、公共部門にも等しく適用される。しかし、締約国が雇用主である場合には、より厳格なインクルージョンのためのアプローチをとるべきである。締約国は、障害のある人の雇用と能力による昇進のための客観的な基準を導入し、障害のある従業員の数を増やすことに尽力すべきである。必要であれば、コミュニティの多様性を反映し、障害のある人の生活経験から学んで役立てることを目的として、公共部門内の意識を高め、障害のある人を惹きつけ、採用し、公共部門の障害のある職員を支援するための一時的な特定の措置を採用することができる。

44.
委員会は、締約国に対し、公共部門における障害のある人の雇用を増やす努力として、積極的差別是正措置、および障害のある人の雇用および職業プログラムを促進する目的の資金を開発し、実施するよう勧告している
。さらに、割当雇用や目標（targets）も含まれる。採用されたすべての措置は、公的機関がそれをどのように遵守しているかを報告する年次報告義務を伴うべきである。

第27条1(h)：民間部門における雇用と積極的差別是正措置
45.
世界では、10人に6人以上の労働者と5つのうち4つ以上の企業がインフォーマル経済で活動している
。インフォーマル経済の労働者は、法的保護、社会保障、データ収集、健康および安全対策からしばしば排除され、そのすべてが彼らの脆弱性を悪化させる
。障害のある人の民間部門における公正かつ良好な労働と雇用の条件の権利を実現する目的で、締約国は監視および説明責任の仕組みにインフォーマル経済を含めるべきである
。 

46.
委員会は、締約国に対して、公共部門における障害のある人の雇用を増加させるための戦略を勧告しているが、それは民間部門にも同様に適用できる。また、民間部門における障害のある人の雇用を増加させるために、割当雇用のような特定の積極的差別是正措置が必要な場合がある。同時に、割当雇用だけでは障害のある人の雇用を促進するには不十分であり、能力ではなく機能障害に焦点を当てた制度には、障害のある人が抵抗する可能性もある。また、割当制度は守秘義務の問題を引き起こす。その他の積極的差別是正措置としては、労働環境の改善、見習い賃金支援、給与税控除、賃金補助（wage subsidies）など、障害者雇用を促進するための的を絞った資金助成が考えられる。
47.
割当雇用を含む積極的差別是正措置は条約に合致しており、特に以下のような方法で障害の固定観念やその他の差別を再生産するような否定的な結果を避けられる。
a.
雇用主が障害のある人を特定の業務、留保された仕事または特定の雇用単位に制限しないことを保証すること。

b.
この措置の下で促進される労働が「偽装雇用」（fake employment）でないことを保証するための監視と措置。とくに障害のある人が雇用主に雇われてはいるが、労働していない、または他の人と平等な有意義な雇用に就いていない場合。

c.
積極的差別是正措置がジェンダー視点を取り入れ、障害のあるすべての従業員に利益をもたらすことを確実にする措置をとること。

48. 締約国は、積極的差別是正措置を設計する際に、障害のある人を代表する組織と緊密に協議を行うべきである
。民間部門における積極的差別是正措置は、障害のある人の雇用を促進するための締約国の全体的なアプローチの一部である場合に、最も効果的となる。　
第27条1（i）：合理的配慮の提供
49.
障害者権利条約は、労働市場における障害のある人の機会均等を妨げる構造的・制度的障壁の除去のための義務の、制限列挙ではないリストを含んでいる。これらの義務の中には、職場における合理的配慮の提供が含まれる
。合理的配慮の義務は、アクセシビリティ提供の義務とは異なる。合理的配慮とは、障害のある個人が他の人と平等にその労働に固有の要件を遂行できるようにするための、個別の支援を提供することである。

50.
合理的配慮の提供義務は、配慮の要請を受けた時点から適用される協力的かつ双方向のプロセスであり、雇用主が従業員と対話に入ることを要求する
。その提供は、「不釣り合いまたは不当な負担」の概念によって制限される。これには、「採用される手段とその目的（労働・雇用の権利の享受）との釣り合いの関係（proportional relationship）」を客観的に分析することが必要である
。

第27条1（j）：労働体験
51.
開かれた労働市場における労働体験（work experience）は、インターンシップ、職場学習計画、奨学金、および実習生やその他の職場ベースの学習計画など、企業に対する財政的インセンティブを通じて促進することができる。これは障害のある人の能力開発に不可欠であると同時に、雇用条件を変革し、雇用主間のつながりと理解を築き上げる機会でもある。

52.
障害のある人は、雇用の安定とキャリアの見通しに悪影響を与える無給のインターンシップや研修プログラムの不適切な利用のリスクにさらされており、障害のある若者は特に脆弱である。締約国は、この種のプログラムにおける障害のある人の状況を明確に規制し、監視するべきである。

第27条1（k）：リハビリテーション、雇用維持及び職場復帰
53.
すべての労働者は、再教育、新しい技能の開発、または職業の変更が必要となる可能性がある。障害のある人のための雇用維持および職場復帰プログラムは、継続的な労働力開発を確保するためのより広い努力の一部である。締約国は、障害のある人が新しい機能障害を持った後、または既存の機能障害を悪化させた後に、仕事に留まり、または新しい役割に移行するための支援を受けることを確保する必要がある
。 

54.
リハビリテーションの提供において、締約国は、事故または疾病に伴う障害のある労働者、および適切な場合にはその労働者の扶養家族が、リハビリテーションサービスの利用に加え、治療費、収入損失およびその他の費用を含む十分な補償を受けることを確保する必要がある
。

55.
職場復帰プログラムは、同じ雇用主での同じ仕事の継続、異なる仕事、または異なる雇用主での仕事につながる可能性がある。分離された職場環境での雇用を促進するために利用されるべきではない。

第27条2：奴隷、隷属、および強制労働
56.
奴隷制、隷属、強制労働の禁止は、国際人権法の中核をなす。障害のある人は、子どもを含む知的障害のある人の拉致や強制労働、隔離された職場、物乞いによる障害のある人の搾取など、奴隷や隷属の状況に置かれる危険性が高い
。それは、借金による束縛、人身取引、賃金がほとんどあるいはまったく支払われない搾取工場や農場労働者にも及んでいる。

57.
締約国は、奴隷制および隷属を防止するための包括的な措置を策定し、奴隷制および隷属ならびに強制労働のすべての事案を調査すべきである。これらの措置には、意識向上プログラム、情報キャンペーン、立法規定、苦情申し立て手続き、制裁体制、調査の仕組み、および救済と賠償を確保するための措置が含まれるべきである。

58.
締約国は、第27条2の義務を履行するために、障害のある人の選択、同意、強制からの自由の権利に注意を払うべきである。

a.
選択は、労働条件が引き起こしうる害悪の文脈で理解されなければならない。場合によっては、障害のある人の利用できる労働条件が、その障害に関連する理由により、健康および幸福に害を及ぼす。このような人は、合理的配慮としての労働条件の変更、および／または、意に反して仕事を強制されないことを保証する有意義な社会的保障やその他の支援を必要とする。

b.
強制は、障害のある人がしばしば、より広い社会的脆弱性、有意義な代替手段の欠如、搾取的となる依存関係や介護関係に直面する中で行われることがある。このことは、同意が得られたかどうかを理解する上で考慮される必要がある。同意が得られている場合でも、搾取や強制のより広い背景に注意を払う必要がある。同意は、誰かの奴隷、隷属、または人身取引の状況の不在を示すのに十分ではない。

IV . 締約国の義務

一般的な義務
59.
この条約の第4条2は、締約国に対し、経済的、社会的及び文化的権利に関し、必要な場合には国際協力の枠組みの中で、これらの権利の完全な実現を段階的に達成するために、利用できる資源を最大限に活用した措置をとることを求めている。したがって、締約国の主要な一般的義務は、労働する権利の漸進的な実現を確保することである。締約国は、この条約がその国で効力を生じた後合理的に短い期間内に、労働及び雇用の権利の完全な実現に向けた計画的、具体的かつ的を絞った措置を講じなければならない
。
60.
第4条1は、すべての障害のある人の働く権利を尊重し、保護し、及び実現する（respect, protect and fulfil）義務を定めている。それぞれについてみると、実現する義務は、助成、提供、促進（facilitate, provide and promote）の義務を含んでいる
。尊重する義務は、パラ（d）に含まれており、締約国は、条約と矛盾する行為又は慣行に関与しないようにすることである。保護する義務は、パラ（c）および（e）に含まれ、締約国は、すべての政策および計画において障害のある人の人権を保護し、民間企業を含む第三者による差別から障害のある人を保護することである。実現義務は、ユニバーサルデザインの商品及びサービス（パラf）及び新しい補助器具（パラg）に関する研究開発を実施及び促進することを含むいくつかのパラグラフに含まれている。

61.
第4条4は、労働の権利に関する逆行する措置が許されないことを規定している。故意に逆行した措置がとられた場合、締約国は、それがすべての代替案を最も慎重に検討した後に導入されたものであり、かつ、締約国の利用可能な資源を最大限に活用するという点から条約の権利の全体を参照して十分に正当化されることを証明する責任をもつ
。
62.
尊重の義務は、締約国に対し、特に、すべての障害のある人のディーセントワークへの平等なアクセスを否定または制限することを控えること、障害に基づく国内最低賃金の支払いを免除する仕組みを控えること、強制または義務的労働を禁止することにより、労働権の享有を直接的または間接的に妨害することを控えるよう求めるものである。締約国は、障害のある女性及び若年者が公正かつ良好な労働条件を確保する権利を尊重する義務に拘束され、したがって、交差的差別と闘い、昇進の機会均等及び同一価値の労働に対する同一報酬を促進するための措置を講じなければならない。労働の価値に関する締約国によるいかなる評価も、障害のある女性が主に行う労働を過小評価する可能性のある、障害のある人の性別やジェンダーに関わる固定観念を避ける必要がある
。さらに、締約国は、障害を「働けないこと」と関連付ける法律、政策、プログラムの障壁を取り除くための措置を直ちに講じるべきである。特に、障害の状態を評価し、または分類する措置は、障害のある人の働く権利の制限に基づくもの、あるいはそれにつながるものであってはならない。

63.
保護する義務は、締約国に対し、例えば民間企業、労働組合、社会のすべての構成員など国家以外のものが、27条の保障を妨害する障害者差別を排除するために、あらゆる適切な措置をとることを求める
。委員会は、その法理で、多重的かつ交差的差別に対処する措置に言及している。その対策とは、多重差別を明確に認識する法律
、政策、プログラムを採用し、多重差別に関する苦情が責任と救済の両方
の決定において考慮されるようにすること、障害のある女性と少女が直面する交差的差別との闘いに関連するデータ収集の枠組みを確立すること
、複数の差別理由に関する苦情を認めること、被害者に対するより高いレベルの賠償を設定し、加害者により強い罰則を課すこと
、交差的差別に対処するために差別禁止法を強化すること
、交差的差別に対処するための現在の仕組みの適切性を検討すること、女性と少女に対する交差的差別を防ぐための有効かつ具体的な措置を採用すること
、交差的差別を経験している人を含む障害のある人を代表する組織の総合的かつ透明な参加を強化すること
、などである。
64.
障害のある女性は、インフォーマル経済や無報酬の仕事で搾取される大きなリスクにさらされている。一般に女性は、インフォーマル経済、無給の在宅労働、家族経営の中で過大な割合を占めることが多く、そのことが報酬、健康と安全、休息、余暇、有給休暇などの分野での不平等を悪化させている。障害のある女性はさらに危険にさらされている。障害のある若年者は、無給のインターンシップや研修プログラムの不適切な利用により、正規の経済で搾取されるリスクがより大きい。

65.
最後に、果たすべき義務としては、労働環境が開放的、インクルーシブかつアクセシブルなものになるよう、適切な立法、行政、予算、司法、促進、その他の措置を採用するよう締約国に求めている。

66.
障害のある人の労働と雇用の権利を実現（促進）するために、締約国は、障害のある人が技術・職業教育および訓練に取り組むことを可能にし、支援し、雇用へのアクセスを容易にする技術・職業教育計画を実施する積極的措置をとることを要求されている。また、締約国は、情報通信技術、移動補助具、装置及び支援機器などの新技術の研究とその利用を促進し、かつ、手頃な価格の機器を優先する義務を負っている
。

67.
障害のある人の労働と雇用の権利を実現（提供）するために、締約国は、国の法制度において障害のある人の働く権利を認め、その実現のための国家政策および詳細な行動計画を採択する義務を負う。この政策と計画には、障害のある人、特に障害のある女性の就労参加を促進するために十分な資源が割り当てられる必要がある。また、締約国は、実行義務（促進義務）に従って開発された新技術に関するアクセシブルな情報を、障害のある人に提供する義務を負う。

68.
締約国は、障害のある人の労働と雇用の権利を実現（促進）するために、民間部門および公的部門の双方において、ジェンダー主流化（gender mainstreaming）を含む適切な教育、情報および国民意識向上キャンペーンを確保するための措置を講じるべきである。意識向上キャンペーンは、民間および公的部門の雇用主、従業員、求人・職業紹介事業者、一般市民を対象とし、関連言語および障害のある人が利用しやすい様式で行われるべきである。 

中核的義務
69.
第4条2は、漸進的実現が、直ちに適用される義務に影響しないことを保証して、次のように述べている。「...この条約に含まれる義務のうち、国際法に従って直ちに適用されるものに影響することなく…」。
70.
委員会は、締約国が最低限の中核的義務を果たしたかどうかを判断する際に、締約国の資源の制約を考慮する。最低限の中核的義務の履行とは、その国において利用可能な資源を最大限に活用することである。締約国が、利用可能な資源の不足のために最低限の中核的義務を果たせなかったとするためには、最低限の中核的義務を実施するために、利用可能なすべての資源を利用するあらゆる努力がなされたことを実証する必要がある
。

71.
条約第4条2に基づき、締約国は以下の即時義務を負う。

a. 合理的配慮の拒否の防止を含む無差別と平等を確保すること。

b. 労働と雇用の権利に関する国家戦略および行動計画を策定するための具体的かつ的を絞った措置を講じる
。

72.
条約第5条に関する委員会の法理は、労働と雇用の権利に関連して、事実上の平等を達成し、障害を理由にした差別をなくすために締約国が実施すべき当面の措置を定めている。特に、5条3および27条1（i）に定める合理的配慮の提供を確保し、5条4に基づく特定の措置を通じて、労働および雇用における事実上の平等を達成または加速するために、締約国は以下を行うべきである。

a.
次のことを促進する。
i. 分離された労働環境から脱却し、開かれた労働市場への障害のある人の参加を支援し、その間に分離された雇用環境への労働権の即時適用を確保すること。

ii. 差別のないインクルーシブな労働安全衛生規制を含む、普遍的に適用可能な労働安全衛生措置。
b.
次のことを認識する。
i. 合理的配慮の拒否は差別であるとし、多重的かつ交差的差別、およびハラスメントを禁止すること。

ii. 障害のある人が労働組合にアクセスする権利。
c.
次のことを推進する。
i. 就労支援（work assistance）、ジョブコーチ、職業資格プログラム（vocational qualification programme）など、援助付き雇用（supported employment）を受ける権利。障害のある労働者の権利の保護。自由に選ぶ雇用の権利の確保。

ii. 公共部門および民間部門で、インクルーシブでアクセシブルな、安全で健康的な労働環境で働くこと。
d.
次のことを確保する。
i. 障害のある人が最低賃金を下回ることなく、また、職に就いても障害手当の給付を失わないこと。

ii. 差別的でない方法による雇用への、また雇用からの適切な移行
、退職給付や失業手当などの給付や権利への平等かつ効果的なアクセス。
iii. 上司との定期的な評価のための話し合いを通じて、また包括的な昇進戦略の一環として達成すべき目標を定めることによって、キャリアアップに関する機会均等を享受すること。
iv. 障害のある従業員のための職業訓練や能力開発を含む、訓練、再訓練、教育へのアクセス、および雇用主、従業員と雇用主を代表する組織、組合、所轄官庁に対する障害者雇用と合理的配慮に関する研修の提供。

73.
締約国はまた、障害のある人を含む労働と雇用の権利に関する国家戦略および行動計画を策定するための具体的かつ的を定めた措置をとるべきである。戦略および行動計画は、障害のある人およびその代表組織との緊密な協議と積極的な関与のもとで考案され、定期的に見直されるべきである。また、戦略および行動計画には、尊重、保護、実現の義務に関連した指標および基準（benchmarks）
が含まれるべきであり、それによって戦略および計画の迅速な実施が綿密に監視されうるものでなければならない。労働と雇用の権利の侵害に対して、説明責任メカニズムと救済措置が利用可能であるべきである。
V. 条約の他の具体的条項との関係

79. 平等及び無差別に関する第5条は、締約国に対し、労働、雇用及び雇用サイクルのすべての事項に関して平等及び無差別が確保されるよう求めている。合理的配慮の拒否は、障害に基づく差別の一形態であり、締約国は、労働および雇用のすべての段階において合理的配慮の提供を支援する責任をもつ。

80. 障害のある女性（第6条）が労働において直面する多重差別への対処には、障害のある女性の労働と雇用のサイクルを通じて影響を与えている仕組みと態度に対応する実質的な努力が含まれる。障害のある女性は、職場への平等な参加への独特の障壁に直面しており、締約国はこれに取り組まなければならない。これにはセクシャルハラスメント、同一価値の労働に対する不平等な賃金、身体的、情報的、コミュニケーション上の障壁とともに、彼女たちの申し立てを却下する差別的態度による救済へのアクセス欠如が含まれる
。

81.
意識の向上に関する第8条は、締約国に対し、障害のある人の権利について社会全体の認識を高めるための措置を採用し、生活のあらゆる分野における障害のある人に関する固定観念、偏見および有害な慣行と闘うよう求めている
。

82.
アクセシビリティに関する第9条は、締約国に対し、障害のある人が物理的環境、交通、情報通信技術・システムを含む情報通信および公衆に開放または提供されるその他の施設およびサービスに平等にアクセスできるようにし、アクセシビリティへの障壁を特定および除去するための適切な措置をとることを義務付けている
。アクセシビリティの提供または促進のための措置は、労働と採用プロセス、職業上の準備と訓練および労働組合活動に関わる情報を含む、労働と職場を対象に含むべきである
。
83.
 法の前に等しく認められることに関する第12条は、締約国に対し、障害のある人があらゆる場で法の前で人として認められる権利をもつこと、及び障害のある人が生活のあらゆる面で他の者と平等に法的能力を享受することを再確認するよう規定している
。これには、特に、雇用サイクル全体、特に正式な契約などを通じて雇用関係に入る際の法的能力の行使、金融、信用、保険へのアクセスなどが含まれる。法的能力の行使には、支援つき意思決定の利用が含まれる
。

84.
 司法へのアクセスに関する第13条は、締約国に対し、労働に関するあらゆる分野の法律および救済において司法へのアクセスを確保し、労働者の権利を保護するための措置を講じることを求めている。

85.
 搾取、暴力および虐待からの自由に関する第16条は、締約国に対し、物乞いによる障害のある人の搾取と闘い、搾取、暴力および虐待から障害のある人を保護するための適切な注意義務（due diligence）の枠組みを採用することを要求する
。この分野における法律、戦略、プログラムに障害の視点を取り入れることには、法律の中での言及、利用しやすいサービス、警察・検察・裁判官・検査官
の現任訓練、それらの実施と監視のための十分な資源の確保が含まれる。

86.　　　個人をそのままの状態で保護することに関する第17条は、すべての障害のある人が他の者と平等に身体的・精神的完全性を尊重される権利をもつと規定している
。

87.
 移動の自由に関する第18条は、障害のある人の就労を促進するための支援は特定の地理的範囲を持つ政府機関に縛られないことを保証するなど、障害のある人の就労の権利が居住地に制限されないことを保証することを含んでいる。

88.
 自立生活と地域社会へのインクルージョンに関する第19条は、締約国に対し、障害のある人の労働活動を可能にするパーソナルアシスタンスを含む個別的な支援を提供することを求めている
。さらに、自立生活支援として提供されるパーソナルアシスタンスは、それが障害のある人の家族または他の仲間によって提供される状況を含め、職場で認められるべきである。締約国は資源を割り当て、パーソナルアシスタンスを含む個別支援サービスの公的提供を段階的に実現すべきである。

89.
 個人の移動に関する第20条は、締約国に対し、障害のある人が可能な限り自立した個人の移動を確保するための措置をとることを要求している
。それらは、労働での使用、または労働への行き帰りを含む労働に関連した移動のために提供されるべきである。

90.
 プライバシーの尊重に関する第22条は、締約国に対し、雇用主に対する障害または機能障害に関連する情報の開示または雇用促進プログラムへのアクセスにおいて、プライバシーの尊重を確保するよう求めている。これには、特定の機能障害に対する潜在的な素因を示す可能性のある遺伝情報の使用からの保護も含まれなければならない。

91.
 教育に関する第24条は、あらゆるレベルのインクルーシブな教育環境において、差別なく、機会均等に基づき、障害のある人の教育を受ける権利を認めることを締約国に義務づけている
。インクルーシブ教育は、障害のある人が働く権利を行使できる状態になる上で重要な役割を担っている。質の高いインクルーシブ教育は、開かれた労働市場への参加に必要な知識、技能、自信の獲得によって、障害のある人の職業生活への準備をさせるものでなければならない
。学校（中等または高等教育）から労働への移行は、働く権利を実現するうえで特に注意を払う必要がある。障害のある人が分離された労働環境に入らないようにすることが重要なポイントである。生涯教育は、障害のある人の継続的なキャリア発達を保証し、育成するための重要な要素である。
92.
 ハビリテーションとリハビリテーションに関する第26条は、締約国に対し、雇用分野を含む総合的なハビリテーションとリハビリテーションのサービスおよびプログラムを組織し、強化し、拡大することを求めている
。それは、職業生活の途中で障害を持った人へのリハビリテーションと職業復帰をつなげ・統合すること、「職業能力」のための活動が職業訓練の要件と同じであることを保証すること（訳注　職業訓練は一般的なものではなく、復帰する職務が必要とする具体的な能力に焦点を当てること、という意味か）、選択の自由を保護すること（障害の発生によりリハビリテーションが必要となった人への労働または再訓練の提供はその人の選択と好みを十分に尊重して行われるべきであること）、を締約国に要求している。リハビリテーション過程では労働や再訓練は有益なことではあろうが、リハビリテーションを行う要件にしてはならず、また逆にリハビリテーションを労働の要件にしてはならない。いわゆるハビリテーションやリハビリテーションが実際には強制労働である場合には搾取であり、障害のある人を保護しなければならない。締約国は、強制の可能性という観点から状況を評価し、ある活動が労働と分類されるかどうかに関して、障害を理由に差別してはならない。
93.       適切な生活水準と社会的保障に関する第28条は、締約国に対し、社会的保障と労働市場への参加のための支援が補完的な形で捉えられ、組織化されていること、特に、以下を確保することを求めている。

i.
　　　　　退職給付や失業給付など、労働による、あるいは労働に関連する給付や権利への平等かつ効果的なアクセス。その受給資格は、自営業や雇用からの排除を理由にして侵害されてはならない
。平等で効果的なアクセスの本質的な要素は、障害のある人が直面する特定の障壁に対応する給付と、労働と就職によるものを含め、障害に関連する追加費用をカバーする効果的な措置である。さらに、労働市場からの排除という現状は、障害のある人への社会的保障を特に重要なものにしている。

ii.
「労働不能」、「労働への適性」および関連する概念は、社会的保障の制度やその他の給付の設計に使用しないこと。委員会が指摘したように、障害のある人が有給の仕事を探し、維持する上で直面しうる障壁
とともに個人の状況やニーズを評価し、彼らの状況に対応した柔軟な所得支援制度を設計することが重要である。

iii.
障害関連の社会的保障は、障害のある人が働く権利を実現する上で重要な役割を担っている。これを補完的なものとして制度化することで、障害のある人が労働に参加し、キャリアを発達させることができるようになる。

iv.
障害関連の社会的保障は、貧困状態にある障害のある人のみが利用できる障害給付金のような、収入・資産調査にのみ基づく給付に限定されてはならない。これらは労働の阻害要因となり、医療給付やその他の不可欠な支援と結びついている場合には、労働の追求を不可能にしかねない。

v.
就職する人の所得保護を保証する過渡的な制度。これは、就労期間が中断された場合に、遅滞なく給付を継続することを規定すべきである。

vi.
障害のある人が、公共事業プログラムへの平等なアクセスを持つこと。これには、合理的配慮の提供や、公共事業プログラムが多様な役割を提供することを保証することが含まれる。

vii.
社会的保障は、労働による収入の不足を補い、労働権を補完するものでなければならない。

94.
文化的生活、レクリエーション、余暇およびスポーツへの参加に関する第30条。労働に関連する余暇。これらの休息、余暇、レクリエーションの権利は、CRPD27条1(b)の文脈で適用可能である。多くの雇用主（および国家）は、従業員の休息、余暇、レクリエーションの権利を、病気休暇や年次有給休暇の権利と混同している。これらはすべて別個のものであり、異なる目的をもち、別個の法制度の下で保護されている。

95.
 統計とデータ収集に関する第31条。労働の世界（フォーマルおよびインフォーマル経済）におけるデータ、統計、調査および報告は、障害、多重および交差的差別に基づいて分類され、自営業および起業に関連する障壁に関する情報を含むべきである。締約国は、フォーマルおよびインフォーマル経済における雇用を促進する国の施策の重要性と有効性に特に注意を払いながら、労働の内外における障害のある人の状況を理解し評価する必要がある。データ収集の枠組みは、「人権指標：測定・実施指針」に示された概念的・方法論的枠組みを考慮すべきである
。

96.
 国際協力に関する第32条。国際協力は、労働の権利を促進する上で重要な役割を果たすことができる。国際協定、または開発および人道的プログラムを含む国際プログラムはすべて、この問題に関する国際および国内の関係者の能力開発を通じたものも含めて、障害のある人の働く権利を保護し促進するための措置を含むべきである。
VI 　国家レベルでの実施

97.
上記の規範的内容及び義務に照らして、締約国は、条約第27条の完全な実施を確保するために、以下の措置をとるべきである。

a.
交差する態度、スティグマおよび差別という背景のもとでの、労働の世界における能力主義の位置づけと、労働の社会的意味についての理解を深めること。

b.
障害のある人が労働の権利にアクセスする際の障壁に関する研究を実施し、障害のある人がこの権利を実現する際に直面する具体的な課題を特定するとともに、障害のある人の労働の権利を保護・促進する取り組みの革新的な実践と解決策を研究し、強調すること。

c.
国の雇用分野の一般的な法律、政策、プログラム、および慣行を見直し、条約と調和させ、条約と矛盾する差別的な法律や規定を廃止し、障害のある人への差別的な慣習や実践を変更または廃止し、アクセシビリティと合理的配慮の提供を確保し、障害のある人のインクルージョンを促進するために的を絞った措置を用いること。

d.
この見直しが公的・民間分野に及び、国の雇用政策、経済の各部門における雇用、労働におけるジェンダー平等、若年者の雇用促進、その他のグループに対する措置、労働安全衛生措置、フォーマル経済からインフォーマル経済への移行、ジェンダー暴力、嫌がらせ、強制労働などの暴力に対する保護を含む領域をカバーすること。

e.
デジタルワークとデジタル経済、ギグ・エコノミーとプラットフォーム・エコノミーの規制、危機からの経済再活性化または回復、グリーン経済への公正な移行、採用と労働における人工知能の使用、テレワークなど、変化する労働と労働市場の新しい分野において、障害のある人の労働の権利を保護し促進することが、実質的になされていることを確認すること。

f.
　　　　労働の権利を保護し促進するためにとられる措置が、障害のある人、その職業上の経験や技能、労働に対する関心事の多様性を確実に認識すること。

g.
ワークショップから労働市場への迅速な移行を保証する資源、時間枠、監視メカニズムを備えた具体的な行動計画を採用することにより、ワークショップを迅速に段階的に廃止すること。ワークショップにとどまっている障害のある人について、締約国は以下を行うべきである。

I.
保護雇用（sheltered employment）の促進の基礎となった法律、政策、アプローチ、前提を見直す。

II.
移行プロセスの設計、実施および監視において、優先事項として、障害のある人および障害のある人を代表する組織と緊密に協議し、積極的に関与すること。

III.
これらのワークショップから移行するための選択肢と支援を提供すること。

h.
条約の遵守を確保するために、公的機関およびインフォーマル経済における研修を含む、知識および能力開発プログラムを作り、実施すること。意識向上および能力開発は、多様な障害のある人および障害のある人を代表する組織の有意義な参加を得て開発および実施されるべきであり、差別禁止の法・政策の基礎となる寛容と多様性の文化を確立するための重要な要素である。

i.
        アクセス可能で効果的な救済メカニズムを確立し、障害に基づく差別の被害者が他者と平等に司法にアクセスできるようにすること。これは、すべての障害のある人が、効果的で利用しやすい苦情解決メカニズムを含む効果的な司法および/または行政手続き、ならびに適切かつ手頃な価額での質の高い法律扶助の利用を含む。

j.
        障害のある人と雇用主の間の橋渡しをするジョブマッチング機構や、公共部門の雇用への具体的な参入の仕組みの開発など、障害のある人の就労への道を特定し、強化すること。

k.
障害のある人の雇用を促進するために、多様な関係者の連携とネットワークを育成・強化する。これには、障害のある人の就労促進について雇用主をまとめるネットワークの活用が含まれる。一般の雇用促進機関は、障害のある人の権利に取り組む組織との協力を通じて、障害者支援の能力を強化することができる。職場復帰のための措置は、公的機関が調整することが望ましい。

l.        公共・民間部門の雇用主との協議や関与を通じたものを含め、障害のある人の雇用を雇用主の関心や意欲につなげるアプローチを用いること。

m.
国以外の雇用主による、障害者雇用の水準と状態に関する報告を促進すること。

n.
割当雇用などの積極的差別是正措置によるものを含めて、障害のある人の雇用を促進するとともに、特に固定観念の強化、法令順守の不足、障害のある人の中の限られたグループのみの雇用機会の創出など、意図しない負の結果の可能性を緩和する措置を講じること。

i.
明確な監視、透明性、報告を確保すること。

ii.
条約に合致しない、あるいは分離、固定観念、差別を再生産するような労働慣行を特定し、防止すること。

iii.
達成された労働成果の質、障害のある従業員が特定の役割や種類の労働に制限されるようになっているかどうか、障害のある人の特定のグループだけが雇用されているかどうかを含め、実績と結果を評価すること。

iv.
適切な説明責任と執行メカニズムを確保すること。

v.
積極的差別是正措置が、その義務を果たすのに雇用主を支援する手段を伴っていることを確認すること。

（翻訳：佐藤久夫、松井亮輔）
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